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【要旨】 教育センター学びの丘が開所した平成17年度以降の「幼稚園等新規採用教員研

修」(以下，「新規採用教員研修」と表記)を，受講者アンケート調査の分析等をもとに，

園外研修，園内研修の研修内容から振り返り，幼稚園教諭としてのライフステージや発

達についても触れながら園外研修と園内研修の役割について考察することにより，今後

の方向性を探る。
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１ はじめに

幼稚園における教育は，義務教育就学前

教育として重要な役割を担っている。園児

たちは，幼稚園での生活を通して，基本的

な生活習慣や態度が育まれ，学習意欲や態

度の基礎となる好奇心や探究心が養われて

いく。また，幼稚園は，道徳性の芽生え，

豊かな創造力，そして，小学校以降におけ

る生きる力の基礎や生涯にわたる人間形成

の基礎を培う場であり，この時期の経験が，

その後の人生を大きく左右するともいえる

（注１）。

しかし，子どもたちを取り巻く環境は，

近年の急速かつ激しい社会の変化や人間関

係の希薄化などにより，影響を大きく受け

ている。例えば，平成17年には，わが国

の総人口が初めて減少に転じ，合計特殊

出生率が過去最低の1.26を記録するとい

う予想以上の少子化の進行がみられた。

そこで，あらためて過去10年間の本県に

おける出生数と園児数の推移（図１）を

みると，出生数は明らかに減少傾向にあ

ることがわかる。

図１ 出生数と園児数の推移

過去10年間の幼稚園に関わる変化を，園

数，本務教員数，新規採用教員数からみる

と，本務教員数は10年間で100人（公立60

人，私立40人）の減少となっているのに対

し，新規採用教員は毎年平均50人の採用が

続いている（表１）。

表１ 幼稚園数等の推移（県全体）

各幼稚園における新規採用教員の育成に

ついては，園児数の減少に伴う園規模の縮

小が進行していることから，幼稚園教育の

特性や幼稚園の人的・物的体制の特徴等を

踏まえ，効果的な研修方法を充実させる必

要が生じてきている。また，新規採用教員

の研修については，多様な保育ニーズへの

対応，得意分野の育成に取り組みながら，

これまで十分に対応できていなかった課題

の解決を図ることができる人材の育成も重

要となってきている。そこで，本稿では，

本県において実施している新規採用教員研

修を振り返りながら，その成果と課題を明

区分 園数

公立 私立 公立 私立

平成17年度 122(3) 795 321 474 55 8 47 6.92

18 120(6) 776 308 468 52 10 42 6.70

19 120(6) 771 297 477 63 4 59 8.17

20 118(8) 774 307 467 55 5 50 7.11

21 116(9) 757 295 462 38 2 36 5.02

22 117(10) 737 297 440 48 6 42 6.51

23 111(6) 726 282 444 52 6 46 7.16

24 106(7) 716 276 440 61 10 51 8.52

25 106(7) 708 270 438 41 9 32 5.79

26 106(8) 695 261 434 51 8 43 7.34

※（　）内の数は在園者のいない園数で，計の内数である。

本務教員数 新規採用教員数

内訳 内訳 本務教員数

に占める新

規採用教員

数の割合



らかにし，今後の研修の在り方について考

察する。

２ 幼稚園研修の実施主体，対象者及び目的

（１）実施主体

公立幼稚園教員の採用・任命や服務監督

権は市町村教育委員会にあることから，幼

稚園教員の身分は当該園を設置する市町村

に属し，法定研修は，各市町村教育委員会

において行われることになる。しかし，新

規採用教員研修は，都道府県教育委員会が

実施の主体となっている。教育公務員特例

法附則抄第４条第１項の規定により，研修

目的，研修方法，あるいは研修対象者数か

ら，実施が困難となる場合を考慮し，県教

育委員会が市町村教育委員会の協力を得

て，研修をしている。

（２)対象者

本研修の対象者は，公立幼稚園教員及び

特別支援学校幼稚部の担当教員である。た

だし，本県では，平成４年度から私立幼稚

園教員の希望者も受け入れている。これは，

教育公務員特例法及び地方教育行政の組織

及び運営の一部を改正する法律（注２）に

基づくものである。また，財源措置では，

園外研修分は，私立幼稚園教員分も含め，

所要の事業費を地方財政計画に計上し，地

方交付税を算定する際の基準財政需要額に

算入することを踏まえる旨が記されてい

る。なお，平成17年には，「地方公共団体

における私立幼稚園の振興のための取組の

推進について」(通知)が文部科学省初等中

央教育局幼児教育課長名で出されている。

この通知内容は，幼稚園教育の充実に当た

り，「私立幼稚園教員の資質及び専門性の

向上を図る機会を確保する」「関係部局と

連携の上，主催する新規採用教員研修参加

を希望する私立幼稚園教員の受け入れを促

進する」「当該研修の企画・運営に当たっ

ては，私立幼稚園教員に配慮したものとす

る」「地域の実情に応じて私立幼稚園関係

者の参画を促進する」の４点に要約できる

（注３）。このように，県教育委員会では，

公立幼稚園教員，特別支援学校幼稚部の担

当教員に加え，私立幼稚園教員も受講対象

者として研修を実施している。

（３) 目的

新規採用教員研修は，幼稚園及び特別支

援学校幼稚部(以下「幼稚園等」と表記)の

新任教員に対して，教育公務員特例法附則

第４条第１項の規定に基づき，幼稚園等の

教育水準の維持向上を図るため，現職研修

の一環として，その職務の遂行に必要な事

項に関する研修を実施し，実践的指導力と

使命感を養うとともに幅広い知見を得させ

ることを目的としている。研修には，勤務

園を離れて行う研修(以下，「園外研修」

と表記)，勤務園において行う研修(以下，

「園内研修」と表記)がある。

３ 研修の形態及び成果と課題

（１）園外研修

本県における園外研修は，教育センター

学びの丘を主会場として，夏季休業中を中

心に計10日実施している。各回の研修内容

は，平成16年に文部科学省から出された幼

稚園新規採用教員研修資料「新しい先生と

ともに」（注４）の「Ｖ参考資料 幼稚園等

新規採用教員研修に関する文部省モデル

（抄）」（以下，文科省モデルと表記）に

示された研修項目例をもとに構成したもの

である。平成26年度の園外研修実施内容を

表２に示す。

表２ 平成26年度の園外研修実施内容等

第１回は，園外研修①として４月に実施

し，「幼稚園教員としての職責や使命の自

覚」「社会人としての心構えや礼儀」に重

点を置いた研修内容としている。第２回の

園外研修②から宿泊研修を含めた第８回の

園外研修⑥までは夏季休業中に設定してい

る。第９回の園外研修⑦では，公開保育及

び公開授業を通して他の教職員による実際

の保育を参観したり，事前や事後の協議を

通して学び合ったりできる機会を設けてい

る。このことは，平成23年３月に策定され

た「和歌山県就学前教育・保育振興アクシ

ョンプログラム」（注５）に，その推進のた

めの方策の１つとして，保育者と小学校教

職員がお互いの活動をよく知るための研修

機会をもち，保幼小連携に関する取組を進

めるよう記されている。よって，公開保育

研修名 実施時期 主な内容

園外研修① ４月 所長講話，社会人としての心構え，オリエンテーション

園外研修② ７月 和歌山県の幼児教育，幼稚園教育の基本

園外研修③ ７月 コミュニケーションスキル，運動遊びと保育

園外研修④ ７月 家庭との連携，幼児の人権について

宿泊研修 ８月 表現活動の指導，自然とのかかわり，実践発表

園外研修⑤ ８月 幼児理解，幼児をはぐくむ環境構成の工夫

園外研修⑥ ８月 特別支援教育，リトミック

園外研修⑦ 11月 公開保育・公開授業・研究協議（小学校併設園）

園外研修⑧ 12月 幼児と絵本，保育実践発表



の会場を新規採用教員を配置する小学校併

設園を所管する教育委員会に依頼し実施し

ている。これは，小学校における公開授業

の参観，幼小連携をテーマにした協議の深

まりによる研修効果の高まりを想定したも

のである。冬季休業中には，園外研修⑧を

設定し，保育実践の発表･協議を通して今

後の実践への展望を持ち，更なる実践的指

導力向上への意欲を高め，計10回の研修を

締めくくっている。

研修内容の計画に当たっては，前年度受

講者からの意見や評価等の分析，園外研修

を参観した園長の感想等を参考に，新規採

用教員の実態に合う内容となるよう常に見

直しを行っている。さらに，数種類のアン

ケートを実施し，新規採用教員からの要望

等に対応している。例えば，園外研修①に

おいて，受講者のニーズを調査し，その結

果を踏まえて，研修の講師と打ち合わせを

行い，講義や演習の内容に反映させている。

また，各研修終了時に行うアンケートを集

約し，研修の目的（表３）に照らし合わせ

ながら，受講者の学びや関心の変化等をみ

るようにしている（図２）。園外研修⑧で

は，園外研修の内容を実際の保育に役立て

ることができた研修項目について調査し，

次年度への資料としている（図３）。

表３ 園外研修の目的一覧

図２ 各研修終了時のアンケート集約

図３ 実際の保育に役立てることができたもの

図２から，新規採用教員は，園外研修に

おいて知識・理解の深まりや，教育活動に

対する意欲の高まりを実感しているものと

思われる。また，すべての研修において，

「ア 知識・理解が深まった」の割合が高

い。最も高いのは「幼児の人権」，次いで

「社会人としての心構え」である。「幼児

の人権」については，チャイルドビジョン

による子どもの視界の疑似体験，ワークシ



ョップ形式での演習が効果的であったと考

える。「社会人としての心構え」では，講

話及び接遇を意識した挨拶やコミュニケー

ションの演習を通して知識・理解の深まり

とともに意欲の向上に結びつき，社会人と

しての自覚を高めることができたと考えら

れる。また，「幼児理解」では，１学期の

実践が理論と結びつき，「ウ 教育活動に

対する示唆が得られた」とともに，２学期

に向けて，「イ 意欲が高まった」に繋が

ったと考えられる。さらに，「心と体で楽

しむリトミック」では，タンブリンや手拍

子によるリズム遊びの紹介により，ピアノ

以外を用いて気軽にリトミックを行うため

のヒントや示唆が得られたと考えられる。

一方，「エ 理解ができなかった」と回答

した理由については，期待や必要としてい

ることにあまり合っていなかったことや，

講座の進行と受講者の思考に時間的なズレ

が生じた部分があったことがあげられてい

る。よって，研修の運営に際しては，受講

者の実態を十分に把握し，次年度の講座の

内容や展開について講師との事前打ち合わ

せを密に行うことで対応したいと考える。

図３から，「大いにできた」「できた」

を合わせると，すべての項目で高い数値を

示している。「あまりできなかった」と回

答している理由については，研修終了時

の理解や意欲と実践後に感じたスタイル

やレベルの違いに起因するものと思われ

る。

（２）園内研修

園内研修は，県教育委員会から任命を受

けた園長経験者等を研修指導員として進め

られる。研修指導員は，園長，教頭等の指

導助言を受け，他教員と連携を図りながら

原則月１回，新規採用教員の指導に当たる

（図４）。園内研修の指導は，園児の登園

時から新規採用教員のクラスに入って保育

を参観し，降園後，新規採用教員とともに

その日の保育を省察するという流れで行わ

れる。

なお，園内研修の内容についても，文科

省モデルに示された研修項目例を参考とし

ている。ただし，研修の実際については，

各園の実情や新規採用教員の課題に応じて

柔軟に組み立てている。例えば，当センタ

ー所蔵のビデオ教材を園内研修などで利

用しているとの報告もある。また，日常

図４ 園内研修指導のイメージ図

的な研修と研修指導員の来園日に行う研修

とを使い分けるなどの工夫もみられる。

新規採用教員へのアンケートでは，印象

に残っている園内研修として，園児への言

葉かけについての指導，研究保育での小学

校・保育園も交えた協議をあげ，その中で

気づいたこととして，園児とのかかわり方，

全体での話し方，遊びの進め方などをあげ

ている。研修指導員に対しては，月１回の

指導日には，成長したところや気をつける

ところなどへの指導助言を期待しているこ

とが窺え，教師の在り方と援助方法，研究

保育，コミュニケーションスキル，教師の

心得と勤務の在り方，週案や日案の作成な

ど，実践的な事柄について学べることに感

謝する記述もみられる。なお，講師経験

の豊富な者と新卒者とのキャリアの差に

よる負担感や不安感への配慮もあり，平

成26年度から研修指導員の訪問日につい

て，年間10日の中であれば同一月内に複

数回指導することを可能としている。

（３）園外研修・園内研修の連動

役立った研修内容については，各研修

終了時には，まだ実感がともなっていな

かったことについても，持ち帰っての実

践，園内研修での指導助言等により，理

解が一段と深まったことが考えられる。

このことは，研修内容を実際の保育に役

立てることができたかを調査したアンケ

ートの記述部分や園内研修報告書から判

断できる。つまり，表層的な知識が，実

践からの学び，すなわち実践知へと転換

されたといえるのではないか。

回答者ほぼ全員の記述から読み取れる

ものとしては，モチベーション，コミッ

トメント，発達と力量形成，自己肯定感

の高まりであろう。モチベーションを高



め，コミットメントが醸成されると，組織

の強化につながる。では，新規採用教員が

どのようにしてモチベーションを高め，あ

るいは維持したのかを考えるとき，園外研

修と園内研修の組合せによる効果が予測で

きる。新規採用教員の１学期をみると，４

月に園外研修①を受講した後，５月から月

１回程度，研修指導員による園内研修指導

を受け，夏季休業を迎える。この頃，新規

採用教員は計画通りに保育を進めることの

難しさを感じ，子どもをうまくつかむこと

ができない等の悩みをもつことが多くな

る。また，順調に１学期を過ごしたとして

も，２学期に向けて仕切り直すことにより，

モチベーションを高めたり維持したりする

必要がある。そのためには，１学期間の短

期的な振り返りを通して，２学期に向けて

の中期的な見通しをもつことが有効だと考

えられる。よって，夏季休業中の園外研修

は，宿泊研修を含め，集中講座的に受講し，

実践面，精神面ともにリフレッシュし，２

学期にむけてリスタートする機会として機

能している。夏季の園外研修の取組が糧と

なり，各園での日常的なかかわり，関係性

が育まれた研修指導員との間に，ある種の

スーパービジョンが成立していくと考えら

れる。これらの作用が働くことで，園の小

規模化により，職員同士のかかわりが少な

くなることが懸念される状況においても，

仕事への愛着や心理的距離の縮まりが育ま

れ，帰属意識が明確になり，自覚と使命感

が増していると思われる。

教師の発達と力量形成について研究し

ている山﨑準二は，「５年間隔で卒業年度

の異なる９つの卒業コーホート（Graduate
Cohort：以下ＧＣと略称）に対して」（※１）

20年に及ぶ期間における発達や力量形成

の実態，教職意識の実態やその変容，そ

の間新しく教職の世界に入ってきた若い

教師たちの持つ特徴などを総括的追加的

に調査し，新任期と教職アイデンティテ

ィの初期形成について考察している。そ

れによると，「最初の赴任校時代，教職活

動の方針を決めたり，具体的方法を判断

・選択したりする際に役立ったもの」（※

２）として，「児童・生徒との日常の交流」

「経験豊かな年配教師の日常のアドバイ

ス」「新任，若手教師同士の経験交流」の

３項目が，各ＧＣ共通して多くの支持を

得ている。また，山﨑は，「新任教師たち

にとっての『初任研』は，同期に就職し

た仲間同士での，その後の教職人生にも

続いていく人的ネットワークづくりの第

一歩の場として機能している。」（※３）と

指摘している。このことは，幼稚園教員

においても共通すると考えられる。

４ 園外研修における研修内容の変遷

（１）研修内容の主な変更理由

当センターでは，これまでも研修内容に

ついて見直しを重ね，現在に至っている。

平成21年度以降の見直しに着目すると，

幼稚園教育要領改訂，各園からの要望への

配慮，研修効果などの理由のほか，１０年

経験者研修と合わせた見直しの中で移行し

たものもある（表４）。

１０年経験者研修については，教員免許

更新制の実施にともない，日数を10日から

５日に減じるとともに，研修内容の組換え

を行った。その際，「危機管理」について

は，実践的指導力の向上，研修効果の還元

も考慮し，平成23年度から１０年経験者研

修での実施とし，新規採用教員研修には「家

庭との連携」を新たに設定した。「家庭と

の連携」では，退職園長等を講師に招き，

実践例を示しながら保護者との関係づくり

を学べるようにした。

新規採用研修については，平成25年度に，

「幼稚園での学級経営」に代え，幼児の発

達段階に関わる知識・理解に重点を置いた

｢幼児理解｣を設定した。また，宿泊研修で

は，新規採用教員の不安や課題の解決につ

なげるため，先輩教員による実践発表を取

り入れた。公立幼稚園に勤務する採用５年

前後の教諭が，日々の保育での取組や新採

当初を振り返った経験談等を発表し，協議

にも加わることで，先輩と後輩が互いに育

ち合う機会としている。なお，平成18・19

年度には３日間で実施していたが，平成19

年以降，初任者研修の変更に合わせる形で

２日間としている。ただし，園外研修全体

の日数は10日から変えず，研修内容の組換

えを行った。

平成17年度から平成26年度までの採用者

数と私立からの園外研修受講者数の平均を

みると，私立採用者の約半数が受講する傾

向が窺え，受講者集団として一定規模を保

全する役割を果たしている（図５）。



表４ 過去10年間で見た研修内容の変遷

図５ 採用者数と私立の受講者数（平均）

平成26・27年度は，研修内容の変更はな

いが，私立からの園外研修受講者数の推移

と，新たな幼保連携型認定こども園制度施

行による対応も視野に入れておきたい。

（２）園規模と課題意識

新規採用教員の能力や状況を把握した指

導者のもとで行われることが多い園内研修

は，効果が高いと考えられる。しかし，小

規模であったり教員数が限られたりするこ

とから，メンバーや議論の固定化，マンネ

リ化という課題がある。このことは，平成

14年の「幼稚園教員の資質向上に関する調

査研究協力者会議報告書」においても指摘

されている。

そこで，園規模について本県の公立幼稚

園の状況（表５）をみると，平成26年度は，

14自治体55園321名，１園当たりでは，約5.

84名となっている。このことから，新規採

用教員が同じくらいの年齢や経験年数の教

諭と接する機会は少なく，メンバーや議論

の固定化等が推測されることから，園外研

修での交流は重要な意味をもっているとい

える。

表５ 県内の幼稚園数等（平成２６年5月１日現在。休園を除く。）

新規採用教員にとって，園外研修は，広

い知識や深い理解，必要な技能，高い専門

性などを学んだり身に付けたりする機会で

あると同時に，共通体験や協議により，同

期の教員たちの仕事内容，仕事に対する考

え方や姿勢，楽しかったことや苦しかった

こと等さまざまな経験談などを聞き，自分

と異なる考え方や環境があることをあらた

めて認識することができる場である。つま

り，自己を認識し，他者の経験との比較を

通じ，新たな視点や，拡大された視野を獲

得していくという意味において，かけがえ

のない時間となっている。そのため，当セ

ンターでは協議の時間を重視し，講座の組

立において，グループ活動やワークショッ

プ型で行うディスカッションの時間を増や

すようにしてきた。研修担当としてあらた

めて振り返ると，園外研修では，自己ある

いは他者との経験の振り返りによる学習，

関係性を促進する取組，専門性の向上の３

本柱を意識しながら研修の充実を図ってき



たといえる。

５ 園内研修・園外研修の充実にむけて

園内研修では，教員の年齢構成のばらつ

きや個々の保育課題が多様になると，キャ

リア発達の視点からみた教員のライフステ

ージに応じた研修に困難が生じるものと考

えられる。その意味で，同程度のライフス

テージに達した教員が集まりやすい園外研

修を，教員のライフステージに応じた研修

の場として重視し，その充実を図る必要が

ある。

（１）幼稚園教諭のライフステージ

幼稚園教諭の平均勤務年数を文部科学省

の学校教員統計調査（平成22年度）からみ

ると，国立15.8年，公立16.4年，私立8.9

年となっている。また，25歳未満及び25～

30歳未満の人数の割合は，49.8％となって

おり，離職理由としては「家庭の事情のた

め」の割合が最も高くなっている。そこで，

学校教員統計調査から県内幼稚園の年齢構

成を公立と私立の比較（図６）でみると，

図６ 県内幼稚園の年齢構成比較

公立では35歳前後のいわゆる中堅層が少な

く，私立では，30歳までの層が圧倒的に多

い傾向にあることがわかる。このことから，

公立と私立では，ライフステージが大きく

異なると考えられる（表６）。つまり，公

立では，新規採用から１０年経験者研修ま

でを１つの区切りと考え，次の10年をミド

ルリーダーシップの育成時期，さらに次の

10年を園全体を俯瞰しながら中核となる時

期と考えることができる。よって，新規採

用教員研修の期間には，先輩教員たちの関

わりにより，養成段階の学びとは異なる，

いわば保育の専門家としての学びへと転換

を図ること，つまり専門的発達を導く必要

がある。そのためには，コーチングやメン

タリングへの理解と技能が重要になり，こ

の役割を担うのが１０年経験者研修の対象

となる層といえる。この層は，これまで直

接園児に関わることや，クラス経営の実践

を積むことに努めてきた立場から，新任や

若手教員の指導に当たる立場への移行期に

あると考えられる。それゆえ，これまでの

枠を超え，働きかけた相手から返ってくる

刺激により自らも成長するという，意識の

変革が促されるような研修の機会が必要と

なるのではないだろうか。この点について

は，教師教育におけるミドルリーダー養成

を研究している小柳和喜雄は，新任や同僚

の相談に乗りながら自分を見つめ直し自己

研鑽とともに内面から成長していくことで

リーダー性を身に付けていくという側面が

あると分析している。公立では，中堅以降

の層が教育活動の中心になるといえ，この

層において初期の部分に当たる１０年経験

者研修対象者はもとより，５年経験者段階

での研修の充実も求められる。

一方，私立では，新規採用から１０年経

験者研修までの若手層の推移から，若手層

や中堅層のとらえ方が公立とは異なるもの

といえる。つまり，私立においては，５年

経験者層はすでに中堅教員あるいは運営の

中核者としての役割が求められていると推

測できる。

表６ 公立と私立のライフステージ

（２）資質向上研修の初級段階

校内研修における新規採用教員の資質向

上に有効な研修内容を探るため，（財）全

日本私立幼稚園幼児教育研究機構が監修し

た研修ハンドブックを参考に作成された研

修俯瞰図（全日本私立幼稚園連合会教育研

Ⅰ初級　Ⅱ中級　Ⅲ上級，主任，設置者，園長

Ａ子どもの人権

Ｂ望ましい教師像

Ｃ教育理論
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Ｅ保育の計画と実践

Ｆ地域，家庭支援，教育相談

退職後
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究委員会）を活用することとした。この俯

瞰図は次の項目をさらにⅠ初級，Ⅱ中級，

Ⅲ上級，主任，設置者・園長に分け，それ

ぞれの段階における視点や行動目標として

整理されている。

Ａ：子どもの人権

Ｂ：望ましい教師像

Ｃ：教育理論

Ｄ：幼児理解

Ｅ：保育の計画と実践

Ｆ：地域，家庭支援，教育相談

これらの中から，公立のライフステージ

を考える上で，１年目の教員に対し，園内

外の研修を関連づけ，教職生活全体にわた

って学びを継続する意欲を持ち続けるため

の仕組みづくりと深い関わりがあるものと

して，次の３点に着目した。Ｂ：望ましい

教師像「教師の役割」，Ｃ：教育理論「子

どもの発達理論」，Ｅ：保育の計画と実践

「自己点検・自己評価と研修」のⅠ初級に

絞り，その要点を確認した。

① 教師の役割

望ましい教師の姿では，まず心構え

について，理解，認識，自覚をキーワ

ードに，一般社会人及び幼稚園教員と

して，それぞれのルールとマナーを理

解し，社会から期待される教師である

ことの認識と自覚としている。実務面

では，クラスと園の運営で，幼稚園教

育要領，自園の教育目標，担任業務へ

の理解，職務の研修では，分掌や組織

への理解と自己の役割の自覚，服務や

規則の遵守，事務・物品・教材管理の

責任を例示している。なお，指導要録

については，初級＝記載，中級＝活用，

上級＝管理とし，個人情報の取扱いに

ついては各級を通したものとし，Ⅲ上

級では，プライバシーポリシーの作成

を明示している。（表７）。

表７ 研修俯瞰図（一部分）

② 子どもの発達理論

基本編では，２，３，４，５歳児の

育ちとして，社会性・身体能力・知的

・ことばの育ちを挙げている。また，

各級を通して，さまざまな思想・発達

理論と現代の保育からの学びを促し，

フレーベル，ペスタロッチ，ルソー，

倉橋惣三，ピアジェ，ヴィゴツキー，

エリクソン，ワロンを例示している。

③ 自己点検・自己評価と研修

保育の振り返りと保育の公開では，

自己の保育への気づき，反省，再確認

のために，園内研修やビデオ研修を，

保育参観のもち方として，保育参加と

親子交流を例示している。また，各園

独自の自己点検・自己評価項目でのチ

ェックや，自己への気づき・反省，課

題の発見とともに，初任者研修(新規

採用教員研修)への参加や自己の保育

のモデル探しにより，保育のレベルア

ップを目指すことを示している。

以上，初級段階では，中級への接続を意

識した適切な指導のもとでの研修が不可欠

であり，モデリングとしての関わりも求め

られ，以後の教員としての発達に大きな影

響があると思われる。

よって，教員としての発達，園内におけ

る人材育成について考察する。

（３）教員としての発達

教員としての発達を考えるとき，園外研

修，園内研修を通して，新規採用教員が円

滑に育成されていくためには良質の体験が

得られる環境が必要である。そこで，今一

度，研修指導員の役割，園内における人材

育成について考えてみたい。まず，体験と

経験の違いについて考察する。体験につい

て，哲学者でもあり教育者でもあるジョン

・デューイは，著書『民主主義と教育』の

中で，「１オンスの経験は１トンの理論に

優る。」（※４）と述べているように，確か

に自ら体験することは重要である。また，

ドナルド・ショーンなどの学習論によれ

ば，いろいろな体験を積み重ねる中で，法

則（経験則）が見つかり，それが経験とな

っていくとされる。体験を経験とするため

には，本質的な要素を抽出し，他でも応用

できるよう概念化する必要がある。この過

程を導く存在として，研修指導員が果たす

役割は重視され，期待も大きいと考えてい

る。あえて留意点をあげるならば，多弁に



ならず，体験は自慢話，経験はアドバイス

という視点で，自らを戒めながら省察を深

めさせる指導を心がけることかもしれな

い。

（４）園内における人材育成

人材育成の領域では，人は実際の経験を

通し，それを省察することでより深く学べ

るという「経験学習」という考え方がある。

組 織 行 動 学 者 の デ ー ビ ッ ド ・ コ ル ブ

（David A. Kolb）は「体験 → 省察 → 概

念化（仮説の考案）→ 実践（仮説の検証）」

の４段階の学習サイクルを繰り返すという

「経験学習モデル」を提唱している。この

モデルは，アプローチを重視したものと考

えられ，その要諦は，「経験 → 省察 →

概念化 → 実践」のサイクルを回すことで

経験が知恵に変換され，よりよく学ぶこと

ができるというところにある。なお，コル

ブは，同じ経験からの学びであっても，体

系化された知識を受動的に習い覚える知識

付与型の学習やトレーニングとは区別して

いる。

園外研修において，新規採用教員が知識・

理解に高い割合を示していることは，後者

に当たると考えられ，園外研修の体験や知

識を園内研修と融和させることにより，よ

うやく経験となりうるものと考える。しか

し，園外研修の構造として，演習やカンフ

ァレンス的要素を組み入れるならば，その

日の研修効果を高められるものと考える。

今後は，この観点も含め，園外研修を組み

立て，充実させていきたい。

（５）園内研修を活性化させる具体案

新規採用教員にとって，月１回の研修指

導員との関わりは，保育についての多くの

学びを得られるだけでなく，教員としての

在り方などに大きく影響を与え，支えとな

っていること，さらに多くの体験，学び，

気づきを求めていることをアンケートの記

述からみることができる。そこで，新規採

用教員の不安感や負担感への対応，内発的

動機づけ，ライフステージを意識した人材

育成，園内研修の充実や活性化につながる

具体的な手立ての一例として考えられるの

が，インシデント・プロセス法による保育

カンファレンスの導入である。

園外研修のアンケートからも新規採用教

員が日々さまざまな悩みや迷いの中で，真

摯に園児と向き合う姿が見えてくる。園長

や他の教員による日常的な指導，研修指導

員との省察による複合的に関わる仕組みが

機能したものと考えられる。この仕組みを

園の活性化や人材育成とも結びつけるねら

いをもって，インシデント・プロセス法を

用いた保育カンファレンスに取り組むこと

も１つの方策ではないかと考える。インシ

デント・プロセス法は，マサチューセッツ

工科大学ビコーズ教授により提唱された事

例研究法（ケース・スタディ）の一種であ

る。手順は概ね次のようなものである。

①インシデント（事件・出来事）の発表

事例提供者が困っている，解決したい

事例の概要を説明する。

②情報の収集

参加者が事例提供者に質問し，自分な

りに事例を組み立てながら，解決に関

係があると思われる事実を集める。

③問題点の理解

参加者は，インシデントと集めた事実

を総合し，自分なりに事例の全体像を

作り，当面の問題点を絞る。

④具体案の発表

参加者から解決のための具体案の内容

と理由についてまとめて発表する。

⑤まとめ

事例全体を振り返り，事例や参加者た

ちの教訓として学んだことを考える。

期待できる効果としていわれていること

は，次の３点である。

・実際に起こる問題を解決するための判

断力や問題解決力を養うことができる

こと。

・情報の収集や分析の重要性を理解でき

ること。

・討議の過程を通じて，参加者が互いの

意見を傾聴し，話し合い，共に考える

ことの重要性が理解できること。

いずれも，新規採用教員が身に付けてい

く力と深く関わるものである。なお，園内

でさらに発展させるのであれば，クラスタ

ー分析や，他園との合同研修会も考えられ

る。

以上は，園内体制で可能であれば，一対

多での関わりによる新規採用教員の育成を

意識して述べたものである。インシデント

・プロセス法に限らず，研修指導員の来園

に合わせる形で保育カンファレンスに他の

教員も同席するなどにより，先輩教員のス

キルアップや人材育成の機会として活用す

ることも考えられる。また，研修を受ける



側も指導する側も，できるだけ多くの体験

を望んでいると考えられる。一方，一対一

での関わりの場合，スキルの伝授や個別の

事例への対応になりがちかもしれない。し

かし，ヴィゴツキーの考え方を例に取り，

幼児への教育の主要な役割として，発達を

先回りし，その最近接領域を作り出すこと

だととらえれば，協同することや模倣する

ことにより，その発達は促されるというこ

とがいえる。（図７）このことは，新規採

図７ 園内研修指導の発展イメージ図

用教員と研修指導員との関係についても当

てはまるのではないだろうか。劣等性を克

服して完成に向かって努力する，いわゆる

優劣性の追究という動機に対し，今すべき

こと，努力の具体的な内容を指し示してく

れる研修指導員，あるいは先輩教員の存在

がかけがえのないものとなる理由がここに

あるのではないだろうか。また，個人の発

達が他者との協同や相互作用によって促進

される側面があることも押さえておきた

い。

６ おわりに

本稿は，研修を実施する立場から，これ

までの新規採用教員研修について振り返り

ながら考察することにより，１つの方向性

を見いだそうとしたものである。研修の充

実を図るための工夫，内容の変遷や取組へ

の意味づけを再確認する中で，浮かび上が

ってきたキーワードは「反省的実践」「学

び続ける教師像」である。

マサチューセッツ工科大学教授ドナルド

・ショーンは著書『省察的実践とは何か－

プロフェッショナルの行為と思考－』にお

いて，技術的熟練者と反省的実践家という

２つの概念を提示している。教職の専門性

を授業実践にもとづいて探究している木村

優は，反省的実践家について，「教師の実

践と専門性の内実，そして成長過程を理解

する上で極めて重要な概念」（※５）ととら

え，また「教師は問題状況に主体的に関与

して子どもとの関係づくりに努め，子ども

と共に問題を分析し，その解決策を選択し

判断する人になる」（※６）と述べている。

このように考えるならば，学び続ける教師

像とは，いわば反省的実践ができる教員と

考えられるのではないだろうか。

教員研修の構想段階から具体的な計画の

作成に至る過程や，講座の運営に当たると

き，念頭においているのは，教師の自立性，

専門的見識，自由度，多様性などの面であ

ったように思われる。また，新規採用教員

研修の充実に向け重視したのは，客観的な

自己観察ができる力や場面に応じた指導へ

の転換ができる力を身につけさせたい，学

び続ける素地を育みたいとの思いではなか

っただろうか。これらの思いが，校外研修

において，グループ活動やワークショップ

型で行うディスカッションとして具現化さ

れたものと考える。同時に，研修を運営す

る側にもスキルの向上が求められ，基盤と

なる理論や先行実践の研究がますます重要

となる。言い換えると，いかによりよき研

修の環境を提供できるかということであ

る。

よって，法定研修以外にも，例えば，校

種間交流，公立と私立の人事交流による他

園での保育実践など，通常の保育と異なる

環境に自らを置くことにより，研修と同様

の効果が得られるとの認識で，制度として

活用していくことも，小規模化や硬直化な

ど，幼稚園が抱える課題の解決に向けた１

つの方策ではないだろうか。大胆な発想の

転換が求められている。

なぜならば，今日，幼児教育を取り巻く

環境は，新たな展開を迎え，これまでの公

立や私立の幼稚園での教育及び保育所での

保育という構図に大きな変化が訪れようと

している。それは，子ども・子育て関連３

法案の施行（注６），認定こども園の存在

である。保育教諭となる現職教員にとって

は，資格や身分の変更にともなう研修は，

一種のリカレント教育の様相を呈している

ようにも受け止められる。ただし，これま

でのように，仕事を続けながら，あるいは，

一時中断して，大学等を活用した教育や研



修を受け，職業人としての資質を高める形

式とは異なる。

そのため，今後，幼稚園の現職教員を対

象とする再教育を含めた研修については，

大学等と連携を図るとともに，高度な専門

性を担保し，教員の資質向上や力量形成に

必要である継続的な研修体制の構築や，実

効性の高い研修システムの検討が必要とな

っている。

〈注釈〉

注１ 『幼稚園教育要領解説』文部科学省(2009)p.18

で，幼稚園の役割について述べられている。

注２ 文部省教育助成局長｢教育公務員特例法施

行令の一部を改正する政令の一部を改正す

る政令の公布について」(1992) により，

平成４年度から幼稚園等の新規採用教員に

対する研修が義務づけられた。

注３ 「地方公共団体における私立幼稚園の振興

のための取組の推進について」(通知)文部

科学省(2005)の通知文を要約した。

注４ 平成10年６月に文部省が作成したものを一

部改訂したものである。

注５ 幼稚園，保育所の種別を超えて，教育，保

育内容及び地域での子育て支援充実に向け

ての方向性を示すため，作成された。

注６ 子ども・子育て支援法をはじめとした認定

こども園制度の改善等，子育て支援充実を

図るための法案。

〈引用文献〉

※１ 山﨑準二『教師の発達と力量形成－続・教

師のライフコース研究－』創風社 p.11

第１版第１刷(2012)

※２ 同上書 p.111

※３ 同上書 p.118

※４ ジョン・デュウイー 帆足理一郎訳『民主

主義と教育』春秋社 p.146 改訂新版第一

刷(1959)改訂新版第九刷(1971)

※５ 木村優「ドナルド・ショーン」『教師教育』

株式会社さくら社 p.188 初版(2015)

※６ 同上書 p.191

〈参考文献〉

・アンリ･ワロン 滝沢武久訳『科学としての心

理学』誠信書房 第１刷(1960)第６刷(1974)

・浜田寿美男訳編『ワロン/身体・自我・社会』

ミネルヴァ書房 第１版第１刷(1983)第１版第

12刷(2012)

・Ｒ.リッカート/Ｊ.Ｇ.リッカート 三隅二不二

監訳『コンフリクトの行動科学－対立管理の新

しいアプローチ』ダイヤモンド社(1988)

・教育技法研究会編『教育訓練技法』産業労働調

査所 第１版第１刷(1989)第１版第２刷(1990)

・高取憲一郎『ヴィゴツキー・ピアジェと活動理

論の展開』京都･法政出版 初版(1994)

・深澤道子・江幡玲子編集『現代のエスプリNo.

395 スーパービジョン･コンサルテーション実

践のすすめ』至文堂(2000)

・カール･Ｅ･ワイク 遠田雄志･西本直人訳『セ

ンスメーキング イン オーガニゼーションズ』

文眞堂 第１版第１刷(2001)

・鈴木竜太『組織と個人－キャリアの発達と組織

コミットメントの変化－』白桃書房 初版第１

刷(2002)初版第２刷(2005)

・ヴィゴツキー 土井捷三･神谷栄司訳『「発達の

最近接領域」の理論－教授・学習過程における

子どもの発達』三学出版 初版(2003)４刷(2006)

・小野公一『キャリア発達におけるメンターの役

割－看護師のキャリア発達を中心に－』白桃書

房 初版第１刷(2003)

・川端大二『人材開発論－知的人材開発の論理と

方策』学文社 第１版第１刷(2003)

・小柳和喜雄「教師教育におけるミドルリーダー

養成に関する研究ノート―メンターリングを中

心に―」『教育実践総合センター研究紀要』奈

良教育大学教育学部附属教育実践総合センター

(2006)

・（社）全国幼児教育研究協会編『学びと発達の

連続性－幼小接続の課題と展望』チャイルド本

社 初版第１刷(2006)

・ドナルド･Ａ･ショーン 柳沢昌一･三輪建二監

訳『省察的実践とは何か－プロフェッショナル

の行為と思考－』鳳書房 初版(2007)２刷(2009)

・財団法人全日本私立幼稚園幼児教育研究機構

『研修ハンドブック』世界文化社 初版第１刷

(2008)初版第７刷(2010)

・若林満監修 松原敏浩・渡辺直登・城戸康彰編

『経営組織心理学』ナカニシヤ出版 初版第１

刷(2008)

・木村周『キャリア･コンサルティング 理論と

実際』一般社団法人雇用問題研究会 初版第１

刷(2010)初版第２刷(2011)

・中原淳『経営学習論 人材育成を科学する』東

京大学出版会 初版(2012）

・坂本篤史『協同的な省察場面を通した教師の学

習過程－小学校における授業研究事後協議会の

検討－』風間書房 初版第１刷(2013)

・小柳和喜雄/久田敏彦/湯浅恭正編著『新教師論

－学校の現代的課題に挑む教師力とは何か－』

ミネルヴァ書房 初版第１刷(2014)


